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文部科学省における
孤独・孤立対策に関する取組と課題

令和３年３月12日（金） 孤独・孤立対策に関する連絡調整会議



初等中等教育での取組

高等教育での取組

文部科学省における孤独・孤立対策に関連する取組と課題について

相談体制の充実
・スクールカウンセラー・スクールソーシャ
ルワーカーによる教育相談体制の充実

・SNS等を活用した相談事業

児童生徒の自殺等対策について

・24時間子供SOSダイヤル

<課題>
・コロナ禍における大学等の授業について、遠隔授業が中心となっており対面授業の機会が少ないなど、キャンパスでの
学生間・学生と教職員との間の人的交流が十分できていないという学生からの声が見られる。
・学生への支援について、これまで大学の取組についての調査を行っているが、学生の声を直接把握する必要がある。

大学等に対し、学生に寄り添った対応を要請
・十分な感染対策を講じた上での対面授業の実施や、
学内施設の開放等を各大学等に要請
・学生に寄り添う好事例を収集し、水平展開

学生の学びの継続のための支援
・相談体制の整備等を徹底するなど、各大学に対
して学生の悩みや不安に寄り添った対応を依頼
・新型コロナウイルスにより経済的な影響を受け
ている学生に支援を実施

・「SOSの出し方に関する教育」を含めた自殺
予防教育の推進

・児童生徒が抱える悩みや困難の早期発見等の推進

<課題>
・児童生徒が日常的に相談できる体制整備に向けて、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの配置の充実な
ど、相談体制の更なる充実が必要。
・自殺予防教育の推進、ICTを活用した効果的な自殺対策の検討、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた自殺の原
因分析や適切な対応等の検証が必要。
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児童生徒の自殺予防に向けた困難な事態、強い心理的負担を受けた場合等における
対処の仕方を身に付ける等のための教育の推進について（通知）
（平成30年１月23日付け29初児生第38号、社援総発0123第１号）

✓ 近年、自殺者全体の総数は減少傾向にあるが、自殺した児童生徒数は高止まりの状況
✓ SNSを利用し、自殺願望を投稿するなどした高校生等を誘い出し、殺害した事件の発生（座間市における事件）
✓ 「死ぬこと」や「自殺」を明示的に取り上げる自殺予防教育に関し、十分な取組が行われているとは言い難い状況

⇒ 新たな自殺総合対策大綱に定められた「SOSの出し方に関する教育」（※）の推進が重要。
平成30年１月23日、同教育の推進を求める通知を文部科学省・厚生労働省の連名で発出。

以下に掲げる留意事項及び各学校や地域の実情を踏まえつつ、各教科等の授業等の一環として、SOSの出し
方に関する教育を少なくとも年１回実施するなど積極的に推進すること。

１．実施に当たっては、保健師、社会福祉士、民生委員等を活用することも有効であること。
【保健師等を活用するメリット】
① 児童生徒に対して自らが必要に応じて相談相手になり得ることを直接伝えることができる （「いざとなれば私のところに相談に来て」と言える）
② 保護者も含めた世帯単位での支援が可能になる ③ 学校と地域の専門家との間での協力・連携関係の構築につながる

２．実施の際には、「24時間子供SOSダイヤル」や「チャイルドライン」などの相談窓口の周知を行うことが望ましいこと。

３．児童生徒の発達段階に応じた内容とすることが重要であることを踏まえ、各学校の実情に合わせて教材や
授業方法を工夫することが考えられること。

４．SOSの出し方のみならず、心の危機に陥った友人の感情を受け止めて、考えや行動を理解しようとする姿勢
などの傾聴の仕方（SOSの受け止め方）についても教えることが望ましいこと。

５．同教育は、厚生労働省の「地域自殺対策強化事業実施要綱」の「普及啓発事業」や「若年層対策事業」に
該当するとともに、「地域特性重点特化事業」（補助率10/10）にも該当し得るため、積極的に本事業を活用するよう
周知されたいこと。

（※）自殺対策基本法第１７条第３項に定める「困難な事態、強い心理的負担を受けた場合等における
対処の仕方を身に付ける等のための教育」を言う。

４
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自衛隊員の自殺事故防止・メンタルヘルス関連施策（２／２）

 令和元年秋のメンタルヘルス施策強化期間において、

苦しいときに助けを求めることは能力であり、
援助希求できる人ほど自己管理能力が高い

ということを認識させる教育を開始

 カウンセリングに対する心理的な抵抗を減らすため、隊員に、実際に

カウンセリングを体験させる

 若年層のコミュニケーション手段がＳＮＳに移行していることを踏ま

え、ＬＩＮＥによる相談窓口を設置（令和２年２月に試行的に実施）

 部外の専門家との意見交換（平成３１年４月）において、
「自衛官は、一般の方と比較し、困ったときに助けを求める態度に出られない」

との指摘

さらに、以下のような対策も実施







孤独・孤立対策に関する施策について

令和３年３月12日
総務省





個別施策の概要
（参考）

２























在外邦人の孤独・孤立対策に関する外務省の施策（現状と課題） 令和３年３月１２日
外務省領事局

１ 在外邦人に対するきめ細かい支援

各在外公館の領事が邦人からの様々な相談に応じ、解決方法について一緒に考えたり、日本の家族への連
絡を支援するなどして、問題の解決を図る。

２ 困窮邦人等対策

「国援法」（注）に基づき、困窮状態に陥り、自ら帰国費用を工面できず、家族・関係者からも支援が受けられ
ない邦人に帰国費用を貸し付けるもの。

（注）国援法：「国の援助等を必要する帰国者に関する領事官の職務等に関する法律」

【課題】 帰国後の移動や滞在・生活保護受給等、日本における生活面の支援。

３ 海外邦人精神障害対策

海外において精神疾患を抱える邦人の保護・帰国支援のため、現地において精神医療専門家の支援を得る
もの。現在、４公館（英・仏・韓・NY総）にて、精神科顧問医との契約を行っている。

【課題】 強制退去させられた精神障害者の国内での受け入れ先の確保。



〇フードバンクの支援ニーズの増加に対応するためには、
食品の受入・提供体制（運搬・保管等）の強化が課題

〇新型コロナ感染拡大防止のため、地域における共食の
自粛が続いており、自宅等まで食品を届ける仕組みが
重要となっている。

〇政府備蓄米の無償交付について、令和３年度も支援を
求められている

〇コロナの影響を受けている農林水産物と、子ども食堂
等が必要とする食材のマッチング

〇支援を必要とする子ども食堂等に対する十分な情報提
供（厚労省を通じて担当窓口を周知）

〇農福・林福・水福連携の取組自体や、そのメリットの
十分な理解等の認知度向上

〇関心はあっても具体的に踏み出しにくい状況であるこ
とから、農林水産業側と福祉施設等側の相互のニーズ
を結び付ける仕組みの構築が課題

〇生活困窮者など支援を必要とする人々に、企業等から
寄附を受けた食品を提供する「フードバンク」の活動
に対する支援を実施

〇政府備蓄米の無償交付について、従来の学校給食用に
加え、食育の一環として子ども食堂（昨年５月から）、
子ども宅食（本年２月から）に対して提供

〇新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けた農林水
産物を、学校給食・子ども食堂等に食材として提供す
る取組を支援

〇地域における共食の場の提供への支援を実施

〇農林水産業と福祉を連携させる農福・林福・水福連携
の一層の推進に向け、障害者等の雇用・就労機会を創
出する取組等を支援

現 状 課 題

農林水産省の孤独・孤立対策に関する施策の現状と課題

「生活困窮者支援」に関連する施策

「子どもの見守り」に関連する施策

「地域全体のつながり強化 」に関連する施策

「生活困窮者支援」に関連する施策

「子どもの見守り」に関連する施策

「地域全体のつながり強化 」に関連する施策

農林水産省としては、農林水産業や食品産業、農山漁村、食に関する観点から、孤独・孤立対策に向けて積極的に貢献でき
るよう、関係省庁と連携し、現場のニーズを踏まえながら取り組む。



孤独・孤立対策に資する
経済産業省関係の取組について

令和3年３月１２日
経済産業省








